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1はじめに

 カナダ西部極北地域に住むイヌヴィアルイット（Inuvialuit）は，カリブーやベルー

ガなどの野生動物資源を捕獲し，日常の食料とする狩猟・漁労の伝統を今も守り続け

ている。1984年以来「イヌヴィアルイット最終合意（Inuvialuit Final Agreement）」の

もとで，この地域の先住民族は狩猟・漁労の対象となる資源をカナダ政府と共同で

管理してきた。近年，カナダ先住民族社会において，このような政府との共同資源管

理制度が，従来の政府中心の資源管理に代わる形態として定着してきているが，イヌ

ヴィアルイットは共同管理の実践者としてすでに20年に近い経験を重ねてきた。イ

ヌヴィアルイットの再生資源（renewable resources）1）の共同管理制度は成功例として

注目されているばかりでなく乳これまでイヌヴィアルイットはワークショップや会

議を通して，共同資源管理の先駆者としての経験を他の地域の先住民族や政府機関

に伝えてきた。カナダ先住民族社会において，国家や国際機関が申心となる資源管

理制度の有効性に対する疑問が報告され（Pinkerton 1989；DeSombre 2001；岩崎・グッ

ドマン 2002），これらの資源管理制度に代る新たな資源管理の形態が模索されてき

た。近年，資源管理の主体を政府から地域へと移行し，政府と先住民族の共同管理
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（co－m㎝agement）やコミュニティ中心（Co㎜晦一based Management）の資瀦理が

試みられ，その成果は高く評価されている（Berkes l987；1989；Berkes et al．1989；McCay

and Acheson 1987；Freeman l989；Freeman and Carbyn l988；Phikerton 1989；Freeman et al．

1992；Richard and Pike 1993；01sen l997；Weinstein 1999；秋道2002）。

 現代社会において先住民族が狩猟・漁労の伝統を維持するために，資源を適切に

管理する事は欠かすことのできない条件であり，その成功例とされるイヌヴィァル

イットの事例から学ぶべき事は多い。資源ユーザーである先住民族とカナダ政府とに

よる共同資源管理制度の成立の過程と現状を検証することにより，現代の先住民族社

会において狩猟・漁労の伝統を守り，次世代へ継承していくことに伴う問題さらに

それらの問題を克服する可能性が見えてくる。本稿では，第一に先住民族社会におけ

る資源共同管理制度の確立の過程で，これまで報告されてきた様々な事例や分析を検

証することにより，共同管理制度の理論的理解を深める。第二にカナダ先住民族が抱

える問題の中枢にあり，イヌヴィアルイットの資源共同管理の法律上の枠組みとなっ

ている土地権及び先住権の交渉の進展を検証する。第三に筆者が1998年以来行なっ

てきたフィールドワークから得られたデータをもとに，カナダ極北地域のイヌヴィア

ルイットが実践してきた漁業資源の共同管理制度とはどのようなものであるかを考え

る。

2国家管理から共同管理への変化の過程

 資源利用と管理を考える出発点として，先住民族が狩猟・漁猟活動において捕獲対

象とする魚類や野生動物などの再生資源の特徴を捉える必要がある。これらの資源は

家畜などのように所有者が特定できる資源（phvate prop瞭y）とは異なり，所有者が特

定し難い共有資源（co㎜on prope噂）である。一般的に野生動物などは多くの資源

ユーザーの共有物と考えられ，またサケやクジラのように広域に渡って回遊する資源

などは，それぞれの地域で異なった資源ユーザーの捕獲対象となるという特徴がある。

野心ディン（Hardin 1968）はこのような共有資源の管理の難しさを「共有の悲劇（The

Tragedy of the Commons）」の中で論じている。ハーディンによれば，共有資源はその

資源に関わる地域全体のものであり，言い換えれば誰もがその資源を利用できる。そ

れ故に，特定の資源に対して過度の競争が起きると，その抑制が効かずに枯渇に至る

と言うのである。ハーディンの「共有の悲劇」は長い間，漁業や森林資源管理等の分

野，その他多くの分野において資源枯渇や環境破壊のシナリオとして参年頃れ，共有

資源の枯渇を避けるためには，国家が介入するべきであるという政策決定に強い影響

力を持ってきた（McCay and Acheson 1987；Ostrom 1990）。

カナダ先住民族社会に目を向けてみると，ハーディンが「共有の悲劇」に示した単
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純なシナリオが必ずしも当てはまらない例が多いことに気がつく。北西海岸先住民族

は生活の中心であったサケ資源を伝統的社会・文化制度のなかで，効率良く利用・管

理してきた。現在見られるサケ資源の減少は，その後のカナダ近代化の過程で，カ

ナダ政府の資源管理体制のもとで起きた悲劇であり，その要因は多様である（Meggs

1991；Newell 1993；岩崎・グッドマン1999；2002）。さらにワインスタイン（Weinstein

1994）は，カナダ先住民族は漁業資源に関して，あきらかな所有権の概念を持ってい

たとし，ゆえに魚類を共有資源として捕らえることはできないとしている。同様に

ニューウエル（Newell）は共有資源という概念自体がヨーロッパの概念であり，カナ

ダ先住民族社会の実情には馴染まないと，根本的に「共有の悲劇」のシナリオを否

定している（Newell l993；岩崎・グッドマン1999）。この他に，カナダ先住民族社会を

フィールドとして調査を行なってきた多くの研究者は，カナダ先住民族社会には，資

源利用を規制する制度が伝統的社会・文化制度の中に組み込まれており，資源管理

は地域コミュニティの社会組織や自然観などと切り離して捕らえることができない

として，一様にハーディンのシナリオを否定している（Berkes 1987；Feeny et al．1990；

Pinkerton 1990；Freeman 1993；岩崎・グッドマン1999）。秋道（1997）はハーディンの言

う「共有」という概念そのものに国家中心の発想が反映されていると指摘している。

これらの研究者たちは先住民族社会における共有資源の管理に必要なのは，所有でも

国家の介入でもなく，伝統的資源管理制度の有効性に立ち返り，その原理を現代の資

源管理に活かすことであるとしている。

 現在，極北地域にみられる先住民族社会とカナダ政府との共同資源管理制度が確立

する過程で，多くの研究・調査が行なわれ，その成果が蓄積されてきた。1970年代に

イヌイットの伝統的狩猟・漁労活動を調査し，イヌイットの居住及び狩猟・漁労・採

集活動の活動地域を明らかにし，現在のヌナブト準州の青写真を作ったイヌイット土

地利用と居住地域調査（hluit Land Use and Occupancy Project）（Freeman 1976），さらに

石油パイプライン建設の事前調査として，野生動物や先住民族文化に及ぼす影響を調

査したマッケンジー・バレーパイプライン調査（The Mackenzie Valley Pipeline Inquky）

（Berger 1977）は，カナダ極北地域における現行の資源管理制度の前提となる諸条件

を提示したと言える。これらの調査により，先住民族による資源利用がカナダ主流社

会で一般的にとらえられている商業的，あるいはリクリエーション的活動とは異なり，

先住民族社会における生活の要となる重要な社会・文化・経済的機能を果たすこと，

さらにカナダ社会に生活する先住民族にとって，資源利用は民族アイデンティティの

基盤であること，またその資源利用の中核に土地があり，その土地を含む自然環境が

生み出す資源があるとする理解が確立した。バージャー（Berger 1977）はこれらの先

住民族と土地および資源との伝統的な関わりを円滑に機能させるためには，現代社会

において先住民族の自決権（seh㍉detem血ation）を認めていくことが不可欠であると
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指摘している。先住民族社会における資源利用に対するこのような理解は，その後に

続く資源管理制度の成立過程で活かされ，現在みられる共同資源管理の基礎理念に組

み込まれている1975年にはイヌイットとしては最初である「ジェームズ湾及び北ケ

ベック協定」が交わされた。この協定は共同資源管理に必要な枠組みが法制化された

最初の例と言える。

 1980年代に入り，カナダ極北地域の先住民族社会において，先住民族が積極的に資

源管理に関わって行こうとする傾向が強まって行った。1981年にフリーマン（Freeman）

を議長として行なわれた「北の再生資源と経済に関するシンポジューム」（Freeman

1981）では，先住民族の経験と知識を資源管理に活かそうとする議論がなされ，後に

続く先住民族と政府による資源の共同管理形態の原型を示唆する意見が記録されてい

る。その中でもアッシャー（Usher）は，先住民族の慣習を無用と切り捨ててしまわずに，

カナダ連邦法の枠組みの中で活かす方法を考えて行くことを提案している。この頃か

ら共同管理という用語が多くの文献で使われるようになり，同時に共同管理の枠組み

を定義する議論や，共同管理の不可欠な要素である伝統的な生態学的知識（Traditional

Ecological Knowledge：TEKと略する）と科学的な生態学的知識（Scien面。 Ecological

Knowledge：SEKと略す）に関する議論がなされてきている。

 ハーディンの「共有の悲劇」に始まる共有資源の管理方法に関する議論が進む一方，

カナダ極北地域では先住民族の伝統的資源管理方法の有効性を認めることにより，政

府と先住民族との共同管理という新たな管理制度が生まれていった。「ジェームズ湾

及び北ケベック協定」に続いて，1984には「イヌヴィアルイット最終協定」，1993年

には「ヌナブト協定」が調印された。これらの協定の中の共同資源管理制度は詳細に

おいてそれぞれに異なっている一方，共同資源管理に必要欠くべからざる共通した要

素が認められる（Goodman 1997）。ベルケス（Berkes et al．1991）は共同資源管理とは

地域レベルと国家レベルの管理システムを統合させる制度であるとしている。つまり

共同管理とは地域と国家が政策決定権と責任を分担していくことである点を強調して

いる。実際に，西部極北地域における資源管理は，共同管理が行なわれる以前は，カ

ナダ政府が行なっており，政府によって資源調査が行なわれたうえで，資源利用・管

理に関わる政策が一方的にコミュニティに伝えられるという，いわゆるトップ・ダウ

ンの資源管理が一般的に行なわれていた。このような過去の現状を背景に，ベルケス

は共同管理体制ができたことにより，資源ユーザーが資源調査や政策決定の過程に関

わるようになるという変化が起きていることを指摘している。ベルケスのほかに，幾

人もの研究者が共同資源管理を定義しているが（Feit l988；Pinkemn l989），それらは

自主管理（self－management）と国家管理（state－management）（Feit l988），先住民族制度

（aboriginal system）と国家制度（state system）（Re枕ing et al．1989）などの用語の違い等が

あるものの，それらの定義に共通して，共同管理とは資源管理における権限と責任を
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地域の資源ユーザーと政府の資源管理機関とが共有することが要点となっている。

ピンカートン（Pinke伽n）は資源管理をさらに機能的に分析し，7つの管理機能に分

けることにより，共同管理のメカニズムを明らかにしている（Pinkerton l989）。第一に，

資源状況を把握するためのデータ収集であり，第二の機能は狩猟・漁労の；場所や時期

などに関する決定，第三は誰がどれくらいの量を捕獲するかを決定する機能，第四に

資源の維持のための環境保全，第五番目に規則を維持するための強制力，第六に資源

利用・管理の長期的計画を立てる機能，最後に総合的な政策決定である。共同資源管

理では，これらの7つの機能において政府と地域の資源ユーザーの双方が関わり，そ

の責任を果たすことが期待されている。カナダ先住民族の資源利用に関わる研究の多

くが，1970年代にフリーマンとバージャーが提示した先住民族社会の特質と土地や

資源とのかかわりが，共同資源管理というシステムの中で維持されていくことが可能

であるとしている。

3カナダにおける先住民族政策の概略2）：イヌヴィアルイット

 最終合意に至るまで

カナダ政府と先住民族との資源共同管理制度は，先住民族と政府の間の土地権交渉と

切り離して考えることはできない。つまり政府との新たな関係に基づく共同資源管理

制度は，土地権に関わる交渉と，その合意によって法制化され，その上で実践されて

いることから，土地権交渉の産物であるとも言える。ここでは資源管理に注目しつつ，

カナダにおける先住民族政策の変遷の概略を見ていく。

ヨーロッパから毛皮の交易などを目的として人々がカナダに移り住み，カナダの各

地に住んでいた先住民族と接触を持ち始めたのは16世紀頃と言われている（Wilson

and Udon 1995；スチュアート1998）。これらの移入者たちの数が増し，さらにイギリ

スとフランスの北米における植民地勢力の争いが激化するにつれて，移入者たちは先

住民族たちとの友好関係を結ぶ必要性が高まった。その目的は主に軍事的連帯を結ぶ

ことや資源へのアクセスを確保することにあり，（Wilson and Urion l995；McKee 1996；

Coates 2000）1700年代にはこのような目的の条約がいくつか結ばれた3）。

 1763年目フランスがカナダからの撤退を決定した後に，イギリス政府は本格的に

カナダの植民地化へと乗り出した。イギリス政府は英王詔書（Royal ProclamaUon）の

中で，先住民族との間に友好関係を作ることにより，社会秩序を維持する意図を示し，

先住民族の権原（native titles）を認めた上で，カナダ全域の所有権を獲得していくこ

とを宣言した（Wilson and U面n l995；McKee l996；Coates 2000）。この宣言は現在にお

いて，カナダ先住民族の先住権の法律的根拠とされている。イギリス政府はカナダ植

民地化の過程で先住民族との間に，さらにいくつかの条約を交わし，地域の鉱物など
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の資源開発の権利を獲得し，先住民族はその代償として居住権，補償金，狩猟・漁労

権などが保証された（Coates 2000）。明らかにこの時代の条約は先住民族の伝統的生

活の継続とヨーロッパからの移入者たちの利益保障を目的とし，両者の共生を目的と

した友好条約であった。

 カナダ先住民族の中でも，イヌイットは他の先住民族とは異なった経験を重ね

て，現在に至っている。古くから北極海に面した極北地域には，鯨類や魚類を中心

とした狩猟・漁労を生業とした先住民族であるイヌイットが住んでいる（Usher 1971；

Aquilina1981；岸上1998）。現在イヌヴィアルイットと呼ばれる人々は，ノース・アラ

スカン・エスキモーとマッケンジー・エスキモーの子孫である。これらの人々の生活

に大きな変化が起きたのは1800年代末であり，この時期にヨーロッパやアメリカの

捕鯨船が北極海の豊かなクジラ資源を求めて集まり，鯨油生産を目的としてホッキョ

ククジラを捕獲した。イヌヴィアルイットはこれらの移入者によってもたらされた伝

染病による人口の減少，さらに捕鯨活動による鯨類資源の減少などにより，深刻な影

響を受けた。その後，カナダ南部の先住民族が近代化の波に呑まれていく時期に，極

北地域のイヌイットは毛皮ブームやキリスト教宣教の影響をうけつつも，1950年代

の中頃にカナダ政府がイヌイットの定住化を開始するまでは，カナダ主流社会の干渉

を受けることが少なかった。

 カナダが現在の連邦国家としての歩みを始めたのは1867年であり，英領北米法（The

Bridsh North American Act）が制定され，新しい法律のもとでイギリス政府に代って

カナダ連邦政府が先住民族との新たな関係を築く時代へと進んでいった（Wilson and

Urion 1995；McKee 1996）。カナダ連邦政府がカナダの近代化を目指し，各地域におい

て開発事業を展開していく過程で，これまでの先住民族との共生から，先住民族を

主流社会へ同化させる政策へと転換していった。1876年にはインディアン法（Indian

Act）が施行され，それに引き続いて1880年掛は先住民族問題を担当する省としてイ

ンディアン省（Department of Indian Af［airs）がカナダ政府内に設けられ，先住民族の

同化政策の枠組みは本格的にできあがった。その当時のカナダ政府の認識では，先

住民族とはインディアンのみを指し，カナダ極北地域に住むイヌイットは1939年に

インディアン法が修正されるまでは，カナダ連邦政府の責任外に置かれていた。ま

たメティス（先住民族と非先住民族との混血）も先住民族として認められず，その結

果インディアン法で定める先住民族に対して与えられる特権を認められていなかった

（Wilson and Urion 1995；岸上1998）。

 1867年以降，カナダの近代化が進む中で，大陸横断鉄道の建設などの開発事業が

各地で展開され，そこに住んでいた先住民族の土地に対する権利を何らかの形で買い

取る必要が生まれてきたことから，カナダ政府はこれまで以上に，先住民族との関わ

りを深める必要に迫られた（Wilson and Udon l995；Coates 2000）。1870年から1920年
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の50年間に，カナダ政府が先住民族と取り交わした条約は11にのぼり，その全面積

はカナダ中央部のほとんどの地域を含んでいる。これらの11の条約の内容には多少

の差異があるものの，いずれの条約にも共通して，カナダ連邦政府は土地の権利の代

償として，先住民族に対し居住地，補償権農業用具などの生活用具を提供している。

しかし18世紀に交わされた条約と大きく異なり，この時代の一連の条約は先住民族

の伝統的生業を否定し農業を勧めるなど，同化政策の特徴が明らかな内容だった。

 19世紀末から一貫して同化政策を展開してきたカナダ政府は，その完結を目的とし

て先住民族政策に関する「白書」を1969年に発表し，その中で先住民族を非先住民

族と同様のカナダ国民であると明言し，先住民族としての優遇を無くする意図を明ら

かにした（Smith 1995；Mckee1996；Culhane l998；スチアート1998）。この「白書」に対

する反発は強く，カナダ政府はその方針を変えざるをえない状況へ追い込まれた。さ

らに1973年の「コルダー判決」でカナダ最高裁判所が先住民族の権利が，現代にお

いても認められる可能性を示す判断を下したことで，カナダ政府は先住民族政策を転

換することを余儀なくされた。これらの変化に加え，先住民族による権利確立を求め

る運動がより組織的になり，1982年に制定されたカナダ憲法の中で「先住民族の権利」

が認められるに至った。しかし先住権がカナダ憲法に明記されたということは，先住

民族としての特別な権利を求めるための基盤ができたに過ぎなく，実際には1982年

以降，「先住権」とは何かという議論が法廷で交わされている。

 西部極北地域は北極海の石油・天然ガス資源開発という政治的にも経済的にも強力

な要因があり，1960年代にはカナダ政府，州政府，先住民族グループ，企業等が資

源開発を視野に入れた交渉を始めた（H㎜ilton l994）。1966年にはカナダ政府は極北

地域の先住民族との交渉ために，インディアン・北方開発省（Department of Indian and

Northem Development）を設け，イヌイットとカナダ政府の土地及び諸権利に関する交

渉に着手した。1969年には極北地域全体の先住民族がより強い政治力を持つことを目

的として先住民族権利確立委員会（皿1e Com血撹ee for the Original People’s Entitlement：

COPEと略す）を組織した。1976年頃からCOPEはカナダ政府との土地権交渉を始め

たものの，後にこの組織からボーフォート海とマッケンジー・デルタ地域の6つのイ

ヌヴィァルイット・グループが離脱し，独自にカナダ政府との諸権利の交渉を進め，

1984年にはカナダ政府との合意に至っている。

 カナダ極北地域のイヌイットが土地権交渉の中で，資源利用と管理においてより大

きな責任を果たすようになり，資源管理の責任をカナダ政府と共有しようとする資源

共同管理制度が各地域で確立して行った。極北4地域（イヌヴィアルイット，ヌナブ

ト，ヌナビック，ラブラドール・イヌイット）では，それぞれの地域に土地権合意に

基づいた資源管理委員会が設けられ，カナダ政府と地域コミュニティの共同資源管理

が制度化されている（Berkes l989；Doubleday 1989；Freeman et al．1996；Goodman l997；
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Agreement－in－Principle l999）。

4西部極北地域のイヌヴィアルイットのケース

 イヌヴィアルイットとはマッケンジー・デルタを中心としたカナダ西部極北地域に

住むイヌイットであり，1800年代の中頃の探検家たちの記録によると，この地域の

イヌイットはカリブーなどの陸獣も捕獲したものの，主にホッキョククジラやベルー

ガ（シロイルカ）などの海獣類などの海洋資源に依存した文化を築いていた（Usher

1971）。当時の記録によるとマッケンジー・デルタ地域のイヌイットは2000人目も

4000人目も言われている。1800年代にハドソン湾会社との毛皮交易が盛んに行なわ

れた時代でも，イヌイットの伝統的生活は変わらずに維持された。しかし1900年前

後にはアメリカの捕鯨船が北極海で捕鯨を行なうなどの変化が起こり，それにより

マッケンジー・デルタ地域のイヌイットの生活が大きく変って行った。捕鯨船の到来

により，それに伴ってアラスカ・エスキモーを含む多くの移入者がこの地域へ移り住

み，これらの人々が伝染病やアルコールを持ち込んだ（Usher l971；Ha血lton l994；岸

上1998）。伝染病の蔓延やアルコールが多くの地元の先住民族を死に追いやった結果，

短期間のうちに激しい人ロ減少が見られ，アッシャー（Usher 1971）によると，1909

－10年の冬にはマッケンジー・イヌイットとアラスカ・エスキモーを含めても，こ

の地域に住んでいたのはわずか260人目あった。1907年頃には北極海での捕鯨活動が

終焉を迎え，アメリカの捕鯨船がマッケンジー・デルタを去ったが，その後の1920

年代には，毛皮交易が再び盛んになり，アクラピックがハドソン子会社やその他の交

易会社の交易の拠点となり，さらにこの地域でホッキョクギツネやジャコウネズミ，

ミンクなどの毛皮を求めて盛んに罠猟が行なわれた（Usher 1971）。

 1955年には軍事用レーダー基地（Distant Early Wan血g Sites）の建設とイヌピック町

の建設が行なわれ，その後の1960年代には北極海における石油と天然ガスの採掘作

業が始まり，マッケンジー・デルタ地域に新たな時代が訪れた（Usher 1971；Aqunina

1981；Ha面lton l994；Sn立th 1994）。これらの新たな開発事業により，地域の先住民族た

ちは現金収入を得る機会が増え，その結果，現金経済への依存度が高まった。このこ

とは同時に伝統的狩猟・漁労活動への依存度が低くなり，しだいに伝統的生活が失わ

れていくことを意味していた。イヌヴィアルイットにとりマッケンジー・デルタ地域

での新たな開発にいかに効果的に関わっていくか，つまり北極海の石油・天然ガス資

源の開発を主導するカナダ政府に対して，いかに政治力をもって交渉できるかが将来

を左右する問題であった。その状況はカナダ極北の他の地域に住むイヌイットにも共

通していることから，前述のとおり（9ページ参照）1969年には西部と東部の極北地

域に住むイヌイット全体を統括したCOPEを組織した。その後イヌヴィァルイットは
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COPEを離脱し，独自にカナダ政府との交渉を続け，1984年6月5日，カナダ政府と

イヌヴィアルイットは「イヌヴィァ川イット最終協定（lnuvialuit Final Agreement：猟

と略す）」に調印した。

IFA調印に至る過程で，カナダ主流社会における複数の社会的・政治的要因が影響し

ていた。それらは鉱物資源の開発を含めた極北地域の開発計画と，先住民族の権利の

尊重であり，これらの要因をめぐってカナダ主流社会と先住民族社会の利害関係が働

いていた。IFA第1条には，そのような背景を反映させて，以下のような協定の目的

が明記されている。

IFA第1条

1）変化する極北社会において，イヌヴィアルイットが文化的アイデンティティ，及

 び価値観を維持していくこと。

2）極北地域，及び国家においてイヌヴィアルイットが経済的にも社会的にも平等で

 有意義な参加を可能にすること

3）極北地域の野生動物資源，及び環境生物的生産力を保護し，維持すること。

                     （hldian and Northem A舳rs Canada 1984）

つまりIFAの目的はイヌヴィアルイットが文化的アイデンティティを継承していくこ

とができ，さらに経済的にも社会的にもカナダ主流社会へ参加できること，そして極

北地域の環境を保全していくことである（Doubleday l989）。ζれらの目的を達成する

ために，IFAではイヌヴィアルイットの土地所有権や補償金に加えて，狩猟・漁労を

継続していく権利，さらに資源の長期的利用と地域の生態系の保全を可能にするため

に，イヌヴィアルイットの経験と知識を生かして野生動物資源管理に関わっていくこ

とを義i務づけている。

 IFA14条の中で野生生物資源の利用と管理に関する項目では，その基本として5つ

の原則を提示している。この中で，資源ユーザーであるイヌヴィアルイットとそれ

までの資源管理者であるカナダ政府，北西準州政府が共同で資源管理に関わるため

に，資源共同管理委員会の設置を義務付けている。ここで言う資源共同管理制度は

カナダだけではなく他の地域でも試みられている（Neve l981；Wheeler 1988；Ca面eld

1993；Kurien 1995）。さらにカナダ極北地域の共同資源管理制度の中でも，夫々に制

度の違いが見られ，カナダ政府やコミュニティの権限に差が見られる（Berkes 1989；

Doubleday1989；Goodman1997）。その中でもカナダ西部極北地域のイヌヴィアルイッ

トは，20年にも及ぶ経験を通して，共同資源管理制度が政府にとっても先住民族社

会にとっても有効的な資源管理制度であることを実証してきた（Robinson and Binder

1992；Smith 1994；Ba丑ey et al．1995）Q
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 IEAの中で，第一にアクラピック，イヌピック，タクトヤクタック，ポラタック，

サックス・ハーバー，ホウルマンの6つのコミュニティを含む地域をイヌヴィアルイッ

ト居住地域（lnuvialuit Setdement Region，以下ISRと略す）とし，これらの地域はイ

ヌヴィアルイットが伝統的に居住や狩猟・漁労のために用いてきた土地であるという

認識に基づいて所有権がイヌヴィアルイットにあることが萌記されている（地図1）。

IFAは次に，これらの地域の財政，土地その他の権利の執行に関わる管理組識として

3つの機関を設けることを義務付けている。それらはイヌヴィアルイット地域コーポ

レーション（huvialuit Regional Colporation），イヌヴィアルイット開発コーポレーショ

ン（lnuvialuit Development Corporぬon），イヌヴイアルイット土地管理（Inuvialuit Land

Adminis腫ation）である。これらの機関に加えて，野生資源の管理・利用に関わる機関

として，5つの委員会設置を義務づけている：

1漁業共同管理委員会（The Fishedes Joint Management Committee：FJMC）

2野生動物管理諮問委員会，北西準州（The W量1dhfe Management Advisory Co㎜cil，

 Nor血west Te磁tones）

3野生動物管理諮問委員会，ノース・スロープ（皿1e Wildli角Management Advisory

 Council， North Slope）

4環境影響スクリーン委員会（The Env面mnental］㎞pact Screening Com血杭ee）

5環境影響審議委員会（The Environmental Impact Review Board）

IFAによると，イヌヴィアルイット居住地域における野生資源の所有権と最終的な資

源に関する政策決定権はカナダ政府が持つとしているが，これらの5つの委員会を通

してイヌヴィアルイットが資源利用・管理に関わる政策の審議や作成に関与するとし

ている。それぞれの委員会はイヌヴィアルイットの代表者とカナダ政府の代表者に

よって構成され，政府とコミュニティの意思の両方が資源管理に反映される制度であ

る。具体的にはIFAの調印に先駆けて，6つのISRコミュニティにハンター・トラッ

パー委員会（Hunters and Trappers Committee）を設け，その代表者によって構成される

イヌヴィアルイット・ゲーム評議会（Inuvialuit Game Council）が設立された。これら

の5つの委員会ヘイヌヴィアルイット・ゲーム評議会の代表を送ることにより，コミュ

ニティが野生資源管理・利用に関する政策決定に関わるという構造になっている。

5イヌヴィアルイット漁業共同管理委員会（FJMC）の構成と
 機能

共同資源管理の実情をさらに詳しく検証するために，5つの委員会の中でも，特に
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漁業資源に関する管理を担当する漁業共同管理委員会（FJMC）を取り上げ，1998年

以来行なっているフィールドワークから得られたデータをもとにFJMCの構成，及び

機能の詳細を見ていく。IFAのもとで設立された委員会の中で， F工MCは海洋資源の

管理・利用に関わる調査や政策検討を行い，カナダ政府漁業海洋省大臣への勧告を行

う機関としての機能を担っている。FJMCはイヌヴィアルイットの代表が2人とカナ

ダ政府が任命する委員が2人，さらに4人の委員が指名する議長の5人により構成さ

れている。これらの5人のほかに，必要に応じて他のイヌヴィアルイットや政府代表
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者が会議へ出席し審議に加わる。FJMCは1986年の設立以来，以下の3つの目的に沿っ

て活動を行ってきている：

1）IFAの中で認められている漁業に関する権利・義務を行使するために，イヌヴィ

 アルイットとカナダ政府を援助する

2）漁業海洋省のISRにおける漁業や海獣漁の管理に関わる責任を遂行する援助を行

 う

3）イヌヴィアルイットおよびISRでの漁業に関する全ての事柄に関して，漁業海洋

 大臣にアドバイスを行う

          （FJMC Annual Report l992－3・1993－4・1994－5；1994－5・1995－6）

FJMCは年商5回，定期会議を開催して諸事業の報告や検討を行っている。そのうち

の1回はFIMCの委員が全員でISRの6つのコミュニティを回り，それぞれのコミュ

ニティで地域の人々と会議をもつことにより，コミュニティの声をFJMCの活動に反

映させる努力をしている。これらの定期会議に加えて，電話を通してのテレカンファ

ンス等も行っている。さらにFJMCは数々のワークショップを主催している。これら

のワークショップには北極圏の先住民族グループが参加し，野生動物資源の利用・管

理に関して意見交換を行う。FJMCの主な事業は以下のようである。

1）ISRで行われる漁業活動に関わる国際法や国内法，さらに地域の条例などの影響

 をモニターし，カナダ政府環境省，漁業海洋省や地域のハンター・トラッパー委

 員会やイヌヴィアルイット・ゲーム評議会などと協議，検討する。

2）ISRで行なわれる漁業活動に関する規制を検討する。

3）アクラピックの人々が1臥のもとでの権利としてホッキョククジラの捕獲を求め，

 政府との交渉の末，1991年にクジラを捕獲した。これらの一連の過程で，FJMC

 は中心的な役割を果たした。

4）アクラピック，イヌピック，タクトヤクタックではペルーが猟の伝統がある。資

 源調査を行ないながら，ペルーが猟を継続するためのボーフォート海ペルーが管

 理計画（The Beaufort Sea Beluga Management Plan）を1991年に完成させ，その後

 も管理計画を修正しつつ，ペルーが猟の管理を行なっている。

5）ISRでの野生動物資源・自然環境調査（ホッキョクイワナの調査や環境汚染調査

 など）の計画を立案し，カナダ政府漁業海洋省へ勧告する。これらの調査の多くは，

 FJMCの予算によって行なわれる。

6）カナダ政府漁業海洋省やハンター・トラッパー委員会と協力し，漁業資源管理の

 あらゆる過程で，コミュニティの人々が関わることを奨励している。そのために
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 コミュニティ・レベルで調査を行い，漁業規則を作るためのサポートをする。

7）若い世代に資源管理に関心を持たせるためにトレーニングや教育カリキュラムの

作成を行なう。

（フィールドノート 1998）

 これらの事業のほかに，IFAは野生資源保護や環境保全のために，野生動物資源の

利用状況をモニターすることを義務付けている。そのための基本データ収集として，

イヌヴィアルイット野生動物利用調査（Ihuvialuit Harvest Study）を継続的に行っている

が，FIMCは，北西準州政府やノースロープ政府との協力で，地域の人々が利用する

資源の中でも魚類と海獣資源の利用状況をモニターしている（Fa切an 1991）。この調

査のために，FJMCが地域のイヌヴィアルイットに聞き取り調査の技術を教え， FJMC

のトレーニングを終えた人達が，毎月の資源利用状況を聞き取り，データを収集する。

 筆者は1998年以来，FJMCの定期会議におけるインターアクションを観察し，そ

れから得られたデータを分析した。その結果，FJMCの会議におけるインターアクショ

ンの特徴として，それぞれの委員の異なった経験や価値観を相互に理解しあい，お互

いを尊重しつつ困難な問題を解決しようとする努力が見えてきた。第一にFIMCの委

員は机を挟んで向かい合って座り，用意した議事日程に沿って話し合いを進めるなど，

政府機関で典型的に行なわれる会議形式で話し合いが進む。しかし何らかの決定を必

要とする場合は，基本的にコンセンサスでの合意を求める4）。この方法はイヌヴィア

ルイットが集団で何らかの決定に至る一般的な方法であり，FJMCにおいても委員が

合意に至るまで，話し合いが続く。第二に政府代表の意見や経験をイヌヴィアルイッ

トの代表が尊重するよう努力し，またイヌヴィアルイットの考えを他の委員が尊重す

る場面が多くあった。「ハンターたちは規則が多過ぎる」という不満を持っていると

いう報告に対して，政府の代表が「規則が必要になるのは，そこに問題があり，その

解決の方法として，なんらかの取り決めが必要となる」と言う説明に，他の委員は「ぜ

ひそのような規則の背景を，ハンターに理解してもらおう」と政府の立場に対して理

解を示した。またイヌヴィアルイットの代表が捕獲対象である魚類や鯨類に対する扱

いについて，イヌヴィアルイットの動物観から「動物に対して敬意の無い行為は，動

物に対するハラスメントである」という意見に対して，他の委員は理解をもってうな

ずく等の場面がたびたびあった。第三にFJMCの委員は以前に政府と地元の人々の間

に深刻な摩擦があり，共同資源管理制度ができたことによって，その状況が改善され

たことを認識している。つまり委員はF］MCが資源管理における対立解消に重要な役

割を果たしていることを熟知している。第四にFIMCの委員のほとんどは，委員会設

立当時からの委員で，旧知の仲である。そのため仲呂意識が強く，委員同士がお互い

を尊重しあっている。第5番目にはFJMCでの資源管理に関する議論は，短期的な利
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益ではなく，将来を目標とし，次世代へ継承される資源の保全を最終的な利益と考え

ている。FJMCにおける漁業資源管理の基本には商業的利用を考慮しつつ，生業とし

ての漁業を優先し，資源保全を確実にすることである。

 FJMCはISRでの漁業資源管理において重要である要因を7つ上げ，それらをビジョ

ン・ステーツメントとして明示し，それらの原則に沿って政策決定を行なっている。

その原則の第一は，人と動物に対する敬意であり，第二に経済的重要性，第三にTEK

を活かすことによりイヌヴィアルイット文化を継承すること，第四に効果的な管理，

第五にコミュニケーション，第六に理解，第七にISRの将来を目標とすることである。

これらのビジョン・ステーツメントに現れているように，FJMCの目指す共同資源管

理は，イヌヴィアルイットと政府が均等に政策決定における影響力を持ち，イヌヴィ

アルイット文化を継承し，経済的機会を活かしつつ将来への自然資源の保全を行なお

うとするものである。

6FJMCにおけるTEKとSEKの実践

 共同資源管理制度を特徴づける重要な要素は，先住民族が築き上げてきた資源管理

方法と，科学的アプローチを基盤とした政府型の資源管理方法であり，それらのいず

れもが活かされることにより共同資源管理が可能になる。ベルケスは地域レベルの資

源管理システムと国家レベルの資源管理システムを比較し，それらの管理システム

の基礎となっている異なった知識を対比している（Berkes 1991）。ベルケスによると

国家レベルの資源管理は科学的データに基づいた管理方法であり，一方；地域レベルの

管理方法は科学的データではなく，慣習や文化伝統，さらに土地や動物に関する地域

的知識に基づいた管理方法としてこれらの二つの知識体系を対比している。これらの

異なった知識に関してフリーマン（Free即n 1995）は科学的知識を数量的（Quan廿taUve）

であるとし，一方狩猟者の知識は質的（Qualitadve）観察にもとづいた知識であると

している。大村（2002）はTEKを状況に対応する知識として「戦術」的であり，一

方SEKは環境を対象化して操作しようとする「戦略」的知識であるとしている。明

らかに資源管理に用いられる先住民族の知識と，科学者の知識とは異なった知識体系

ではあるが，ベルケスはこれらの知識モードに内在する対立は単に考え方の違いでは

なく，相互の相反する自然観を尊重し合えるか否かの決定的な問題に行き着くと指摘

している（Berkes et al．1991）。つまり異なった知識体系を資源管理においていかに活

かすことができるかという点が，共同資源管理の有効性を決める決定的要因と言える。

1臥の第14条5項は，これらの知識を資源管理に活かすことを義務づけている。

IFA第14条5項
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岩崎 次世代のための資源管理

14（5）the relevant knowledge and experience of both the Inuvialuit and the scientific

co㎜unities should be employed in order to ac㎞eve conse鐸ation．

（イヌヴィアルイットと科学者の知識や経験が，資源保全のために活かされなければ

ならない。）

                   （lndian and Northem AfE雄s Canada l984）

FJMCは共同資源管理の実践の上で，イヌヴィァルイットの伝統的知識と科学者たち

の知識をどのように捉え，どのようにその双方を活かしているのだろうか。聞き取り

調査の中で，FJMCの委員は地域のハンター達の知識（TEK）と科学者の知識（SEK）

について，以下の12の事例を挙げた。

1）科学者が調査のために現地に行くと，まずハンター達が知っていることを聞くこ

  とから始める。

2）TEKが理解されるようになったのは，この10数年のことで，以前はイヌヴィアル

 イットのコミュニティに科学者が入り，一方的に指示することが多かった。その

 状況はFIMCが設立されてから改善されている。

3）FJMCが発足した当初は，カナダ政府の科学者がベルーガの資源量が低いと言う

 意見を持っていたが，それに対してイヌヴィアルイットのハンター達はその意見

 に強く反対していた。その後科学的調査を重ねていくうちに，ハンターの意見が

 正しいことが判明した。TEKの正しさをSEKが証明したケースである。

4）共同管理が上手く働くために，イヌヴィアルイットの人達ができる限り主導的に

 規則等を作り，それを基盤にしてF肘Cが手を加えていくという流れが必要であ

 る。地元の人達がより多くの責任を負うことにより，規則等が充分に守られる。

 ベルーガやホッキョクイワナなどに関する規則は各コミュニティが作ってきたた

 め，それをハンター達に守らせるための強制力は必要がない。自分達で決めた規

 則を自分達が守るというのは自然だからである。

5）ペルーが調査のためにべルーガを捕獲する必要があったが，科学者が捕獲しよう

 と試みたが，その結果ほんの数頭しか捕獲できなかった。次の年はイヌヴィアル

 イットに任せたら，問題なく必要な頭数を捕獲することができた。

6）資源管理の仕事の第一は，過去の捕獲量を調べて，それを中心に資源管理を行

 い，その後に資源量が明らかになるにつれて，捕獲可能な資源量を調整していく。

 FJMCではこのように過去の捕獲量を基礎として，資源管理していくという方法

 をとってきていることから，イヌイットの人達に大きな不満はない。ホワイト・

 フィッシュのように過去の捕獲量を調べ，現在の捕獲量が過去より少ない場合な

 ・どは管理計画を作っていない例などもある。
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7）イヌヴィァルイットは捕獲枠を設定しないことを望んでいる。ハンター・トラッ

 パー委員会ができた時に，政府は数字を設定することを提案したが，ハンター達

 は強く反対した。捕獲枠という考え方より，捕獲実績という考え方の方を望んで

 いる。

8）海洋学の氷生成に関する調査で，季節ごとの氷の状態に関する古老の長い間の観

 察を科学的調査に活かした例がある。イヌヴィアルイットの経験的知識とSEKを

 活かして氷生成の過程を解明しようとする試みである。

9）FJMCのプロジェクトの一環として，ホワイト・ブロード・フィッシュに関する

 TEKを数値化しようとする調査がフリーマン他によって行なわれた。

10）TEKを高校や大学のカリキュラムに取り込んでいくことを検討している。

11）SEK調査の結果をコミュニティに伝える努力が不十分であり，ミーティングで説

 明するだけでは不十分であるという反省がある。

12）FJMCが管理しているのは人であり，自然を管理することは出来な．い。人を管理

 するためにはTEKとSEKの相互理解が必要である。

                         （フィールドノート 1998）

これらの事例を見るとTEKとSEKのとらえ方にいくつかのパターンが見えてくる。

その一つとして，TEKとはイヌヴィアルイットが主体となった経験的知識あるいは実

際の行動であり，SEKとは政府や科学者が主体となった知識あるいは実際の行動を指

していることが挙げられる。5に見られるように，ベルーガを捕獲するという行動の

上でイヌヴィアルイットが政府関係者に優ったという例や1や3，8の例に見られる

ように，イヌヴィアルイットの経験的知識が科学的知識と対比されて捉えられ，経験

から得られた知識と科学的知識が補足的に活かされた例があげられている。興味深い

のは7でイヌヴィアルイットはこれまでの捕獲実績を基盤とした捕獲枠調整を好み，

資源：量に対して捕獲枠を決める政府型の管理方法を拒否していることは，まさにイヌ

ヴィアルイットは捕獲という経験の積み重ねから得た捕獲実績に強い信頼を置いてい

ることを示している。

 もうひとつのパターンとして，SEKとTEKを対立項として捉えていることである。

2番目の項目は過去の事情を説明するなかで，かつてSEKが優位な知識と捉えられて

いたこととその後にTEKに対する理解が生まれてきたという経緯からFJMCがTEK

の理解の促進に役立ってきたとしている。同様に3においてもベルーガの資源量に対

するSEKとTEKをめぐる対立，7においては捕獲枠をめぐるTEKとSEKの対立を

根底とした問題を示している。さ．らに11ではSEK調査の結果を地域の人々に理解さ

せることの難しさを説明するなかで，SEKが地域の人々にとって異質な性格を持って

いることを示唆している。
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 SEKとTEKを対立項的に捉えている事に加えて，それらを質的（Quan廿tadve）対

数量的（Quahtative）な性格の知識としてとらえる傾向が見られる。7，8，9，10な

どでは「数量化」はSEKの特徴であり，それに対してTEKを経験にもとつく直感

的な知識として捉えている。10の項目では質的な知識を学校教育というSEKを基礎

とした教育制度の中で教えることを挙げている。さらに8のSEKの研究などはイヌ

ヴィアルイットの経験をSEKによって解明するという試みであり，質的な知識を数

量的な知識を用いて分析することを目指している。9で紹介されているフリーマンら

（Freeman and Steveson 1995）による調査はTEKを数値化することを目的とした研究と

して重要であるばかりでなく，調査の過程においてイヌヴィアルイットと人類学者の

連携を重要視していることから，共同管理制度の中で行なわれる研究調査の典型的な

例として注目すべきである。1992年にFJMCの事業として実施されたホワイト・ブロー

ド・フィッシュ（Coregonus Nasus）の過去の捕獲状況に関する調査で，最初に調査経

験の豊富な人類学者が調査計画を立て，それをもとに人類学者と地域のハンター・ト

ラッパー委員会と協力のもとで調査が実施された。実際に聞き取り調査を行なったの

は，聞き取り方法の指導を受けたイヌヴィアルイットであり，その過程で人類学者は

補助的に関わった。収集されたデータは人類学者によって分析されて，報告書として

まとめられ，つまりTEKがSEKに翻訳され， FJMCの政策決定のための基礎資料と

して活用された。

 これら12の説明からSEKとTEKが異なった知識体系であり，それが対立項とし

て捉えられ，さらに相互に補足的に活かすことにより，FJMCが共同管理を成功さ

せてきた状況が明らかである。さらにFJMCの共同管理が効果的である理由として，

FJMCがTEKを優先させて，その上にSEKを用いているということが挙げられる。4

の事例ははっきりとイヌヴィアルイットの主体性を尊重していることが分かる。さら

に6では現行の資源管理方法は過去の捕獲実績をもとにして決定し，さらにSEKを

持って調整していると説明している。12番目の項目にはFJMCにおいて資源管理は

実際に資源利用に関わる人々を管理することであり，TEKの保持者であるイヌヴィア

ルイットとSEKの保持者である政府関係者が相互に知識を共有することによって初

めて資源利用に関わる人々を管理できるとしている。

7共同資源管理が意味するものとは

 カナダ先住民族社会における，共同資源管理制度の浸透は先住民族の諸権利が法律

的に確立していく過程と一体となってきた。カナダ先住民族社会において，共同資源

管理が歓迎され，浸透していく背景として，いくつかの複合した対立があることに目

を向ける必要がある。それは共同資源管理制度が社会的な対立の解消のための一つの
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有効な方法であるという側面を備えているからである（Richard and Pike 1993；Bailey et

aL 1995；Campbell 1996）。近年，カナダ先住民族社会にみられる対立は複雑且つ多

面的であると言える。対立の第一に，共有資源をめぐる資源ユーザーの多様性とその

競争関係がある。カナダ先住民族社会を取り上げても，食料として資源利用を求める

ユーザーの他に，それらを観光資源として求めるユーザーも増え，さらには非先住民

族ユーザーや産物を商業流通させる目的のユーザリ，あるいはクジラなどの特定の資

源を政治的資源として利用するユーザーなどがそれぞれの目的のために競合する。こ

れらの資源ユーザーは地域や国家にとどまらず，国境を越えて対立するケースが増え

ている。対立の第二は，資源管理者とユーザーの対立関係にある。カナダにおける典

型的な状況は政府と先住民族資源ユーザーとの対立関係である。また資源管理が州政

府や国，さらに国際機関にも及ぶ場合は，資源をめぐる問題以外の政治的利害を伴っ

て対立関係が起きる。これらの対立関係は複雑に絡み合い，もはや対立関係を解消で

きない状況に追い込まれている例も少なくは無い（Wbnzel 1978 Meggs 1991；Freeman

1993；Newe111993）。カナダ先住民族がこれらの対立関係を解消していくことは；資源

を維持し，さらに先住民族文化を維持していくためには必要条件である。

 1995年にイヌピックでイヌヴィアルイットが「環極北地域先住民族と共同管理

（Circumpolar Aboriginal People And Co－management Practice）」という会議を開催した

（FJMC 1995）。ロシア，アメリカ，グリーンランドなどの先住民族や政府や科学者な

ど240人が集まり，それぞれの地域での経験を話し合った。その会議の中で共同管理

を生かすためには何か必要かという問題に対して，参加者達はいくつかの項目をあげ

ている。それらの答えに共通していくつかの表現が使われている。それらは：1）責

任の共有，2）権力の均衡，3）協力，4）参加，5）話し合い，6）教育と情報の

共有，7）コミュニケーション，8）コンセンサス，9）柔軟性，10）TEKとSEK

の活用などであり，これらの項目のほとんどは「協力，パワー，責任，コミュニケーショ

ン…」など，いわば異なった文化，および価値観の尊重，そして共生のために不可欠

な条件である。この会議の中で，共同管理によって得られるものは何かが話し合われ

た。それらの答えは政府の資源管理者と地元の資源ユーザーの間の「協力」や「新た

なパートナーシップ」「コミュニケーション」「信頼」「対立の解消」などである。そ

のことから共同資源管理とはイヌヴィアルイットと政府の新たな関係を生み出すメカ

ニズムであり，自らが政府と同等の立場で資源調査を行い，資源管理に関わる政策決

定を行おうとするパワーシェアリングであり，新しい先住民族と政府の関係を資源管

理組織に取り込んでいくための組織管理であると言える。共同資源管理制度は政府と

地域住民の新たな関係の象徴であり，資源管理を目的とする組織運営の新しい方法を

示すものである。カナダ先住民族が民族的アイデンティーを維持しつつカナダ社会の

一員としての地位を確立していく上で，狩猟・漁労・採集活動の基盤となる資源利用・
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管理に深く関わっていくことは言うまでもなく重大な意味を持つ。

 共同資源管理は理念の上でもまた実践の上でも，先住民族資源ユーザーとカナダ政

府との新たなる関係の構築であり，そこに「尊敬，協力，コミュニケーション等」の

組下運営に必要な潤滑油のような要素が加えられた制度である。ここで重要なことは

IFAの例が示すように，カナダ先住民族社会にみられる共同資源管理制度は協定や合

意書などの法的拘束の上に成り立っていることである。先住民族が資源管理により深

く関わっていくことを奨励する傾向は国際条約や宣言などにも見られ，ラムサール条

約や国連環境環境会議などにおいて，資源管理の先住民族の参加が推進されている（苑

原 2001）。今や資源管理における先住民族参加は国際的規範となりつつある。その

意味において，カナダ先住民族社会における共同資源管理はその模範例であり，同時

にカナダ社会における先住民族社会と非先住民社会の共生を示す将来の縮図と言える

のではないだろうか。

謝 辞

 FJMCの皆様には，フィルードワークに始まり，原稿の修正に至るまで細かな指導をしていた

だいた。この場にて厚く御礼申し上げるものである。

注
1）鉱物資源のように再生されない資源に対して，魚類や海獣類，陸上の野生動物・植物のよう

 に再生される資源を指す。

2）先住民族の諸権利に関する法制上の変遷について，スチアートが検証をしていることから，

 詳細は「先住民族が成立する条件一理念から現実への軌跡」（スチアート1998）を参照。

3）1700年代の条約としては，1725年にイギリス政府がノバスコシア州の先住民族が交わした

 条約や，1760年同じノバスコシア州のミックマックと交わした条約などがある。この条約

 が最近，ミックマックの漁業権を認めた「マーシャル判決」の法的根拠になった（Coates

 2000）。

4）正Aでは，投票が必要になった場合には，4人の委員のそれぞれに1票が与えられて，必要

  に応じて議長が1票を投じる。
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